
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

河川管理者のドローン活用

令和元年７月30日

国土交通省 水管理・国土保全局
河川環境課

資料－３



ドローンによる巡視

河川管理者のドローン活用
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関東地方整備局の取組
（関東RIVER-SKY-Iの創設）

河川管理者のドローン活用



ドローンを用いた河川管理の効率化、高度化
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【従来】職員等“人”による巡視、点検

【今回】一部巡視、点検を“ドローン”で実施
「関東River-SKY-ｉ」の創設

空から河川巡視

三次元データ、映像データの取得

働き方改革

Society 5.0の実現

AIの活用（２時期偏差抽出等）

【課題】職員、技術者の減少

＜河川管理における働き方改革、Society 5.0の実現＞

従来の管理手法 UAVを用いた管理手法

堤防点検
（年２回職員が
目視点検）

ドローンによる
一次点検
ﾄﾞﾛｰﾝで一次点検を
行い、詳細点検（目視
点検）が必要な箇所を
抽出
必要箇所のみ詳細
点検を実施することで、
点検時間を軽減
今回の試行により効
率化の状況を確認

河川巡視
（河川巡視員が
目視巡視）

河川空間は広
大なため、巡視
に時間を要する

【現状】
週に3回程度
巡視を実施

ドローンによる
河川巡視補助
ﾄﾞﾛｰﾝを活用すること
で、上空から広く監視
が可能
また、目視が困難な
河岸の確認等も可能
今回の試行により効
率化の状況を確認

イメージ写真

不可視箇
所の確認

効率化

出水時の
情況把握
（情況把握員が
目視点検）

強風、洪水時
に点検するため、
危険を伴う

ドローンによる
情況把握補助
危険箇所をﾄﾞﾛｰﾝで
点検することにより、
情況把握員の安全を
確保
併せて、ｻｰﾓｶﾒﾗに
より漏水等の変状を確
認

イメージ写真
危険箇所等
の把握

○職員等“人”が実施している河川巡視、点検等を“ドローン”で実施し効率化を図り、働き方改革を目指します。
○陸上・水中レーザードローンで計測した点群データから堤防、河道の変状を把握し、維持管理の高度化を図ります。

【現状】
１班6～8人体制
で約10km/日を点
検
利根川の場合、
総延長400kmを
40日、累計300人
を要する

点群データ処理

堤防の変状、橋脚・護岸の深掘れ、
不法投棄の把握等

河川管理の効率化、高度化

＜河川管理の効率化、高度化＞



「関東River-SKY-i」の創設
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名 称 略称、愛称 名称のコンセプト

関東River-SKY-i
（関東リバースカイア

イ）

SKY-i
（スカイアイ）

空（sky）から河川（river）を人の目（eyes）
に代わりレーザースキャナ等を用い、計測・管理
する新しい試みを表現。

Eyeを”ｉ”とすることで、information等も表
現。

関東地方整備局では、三次元データによる河川管理等を本格的に導入するため、高度な専門的知見、技能を有し、
ドローン（無人航空機（UAV））による上空からのレーザー計測、状況監視、映像撮影などを担う「関東River-SKY-ｉ」
（関東リバースカイアイ）を平成31年2月25日に創設し、河川管理の効率化、高度化を推進します。

●チーム名称

関東River-SKY-i
（河川系（河川、ダム、砂防、海岸）全般の総称）

関東Dam-SKY-i
（ダム管理関係）

関東Sabo-SKY-i
（砂防関係）

関東Coast-SKY-i
（低潮線管理関係）

関東River-SKY-i
（河川管理関係）

※商標登録出願中

●チーム体制（令和元年5月1日現在）

※本局（ディレクター：2名、パイロット：3名）を含む。

チーム名 事務所数 ディレクター パイロット 計

関東River-SKY-i（河川管理） １３※ １４ ２３ ３７

関東Dam-SKY-i（ダム管理関
係）

５ ５ ８ １３

関東Sabo-SKY-i（砂防関係） ３ ４ ４ ８

合 計 ２１ ２３ ３５ ５８



（参考）ドローンを用いた三次元データ河川管理
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○陸上・水中レーザードローンを用いた三次元計測（点群データ取得）により、2時期偏差を抽出し堤防、河道の変
状を把握する等、維持管理の高度化を図ります。

グリーンレーザースキャナを用いることで、
近赤外線で取得できない水中の地形
データも面的に取得することができる。

＜陸上・水中レーザードローンによる計測＞

＜活用イメージ例＞２時期偏差抽出による堤防の変状把握

２時期偏差抽出イメージ（出典：（株）パスコ）

陸上・水中レーザードローンを
用いることで迅速な計測が可能
となり、高頻度かつ面的な地形
計測による２時期偏差抽出を実
現。

・２時期偏差抽出による点検・巡視の省力化、
効率化
・河床、海岸地形の可視化による管理の
高度化
・橋脚等の局所洗掘部等の不可視部分の
可視化による安全確認 等

＜河川の三次元計測結果イメージ＞

点群データ
の取得

点群データの活用
管理の高度化

＜活用イメージ＞
●地震、出水直後の変状を
迅速に把握。



（参考）陸上・水中レーザードローン等の調達

（主な仕様）
・陸上、水中で、面的な計測（レーザープロファイ
ル）が可能
・水域部においては、水面と水底面のパルスを取得
・総重量 ３kg以下（アンテナや取付ステーは除く）
・・・等

●陸上・水中レーザードローン（レーザースキャナ）

○国土交通省では、関東地方整備局が他の各地方整備局と北海道開発局を含めた陸上・水中レーザードローンの
調達手続きを進めていましたが、令和１年６月２４日（月）に契約となりました。（納期：契約後１８０日間）
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（主な仕様）
・瞬間最大風速１５～２０m/sまでの運用が可能
・IPX6相当以上の防水機能
・ビジュアルおよびサーマルカメラを搭載（防水仕
様）
・・・等

●全天候型ドローン

（アミューズワンセルフ社：TDOTT GREEN) （アミューズワンセルフ社：GALE)

・調達数量：関東地方整備局 ４機

●その他（汎用ドローン）

・ビジュアルカメラ、サーマルカメラによる、日常の河川巡視、状況把握等に活用する汎用ドローンを本局
および各事務所に、合計２３機配備予定。（８機調達済み）
・サーマルカメラも搭載することで、温度変化による流水の状況確認、堤防漏水の発見等を期待。

・調達数量：関東地方整備局 ２機 （全国 １１機）



関東地方整備局の取組
（河川空間における自動航行支援・
リアルタイム映像伝送技術検討）

河川管理者のドローン活用



河川空間における自動航行支援技術等検討

河川の日常管理（河川巡視、堤防点検等）や、発災後の速やかな河川流域全体の
被災状況把握のため、UAVの自動航行によるリアルタイム映像情報収集について必
要事項の検討を行う。
検討項目は、以下のとおり。

１．UAV自動航行支援
（１）目視によらずにUAVを航行させるには、GNSS系による自動航行機能に障害が発生した場合においても、これ
を補完する管制手法が必要となる（航空法）ため、管制手法の検討及び管制信号を中継する設備の検討。
→管理用光ファイバネットワークを利用した管制用電波中継設備の設置、確認。

（2）障害時や妨害時にも、河川空間外（民有地）等へ逸脱しない機能の実現。
→測位支援設備（エリアフェンス）の設置、確認。

２．リアルタイム映像伝送
（１）上記管制用電波中継設備の一部を共用し、UAVが撮影した映像や測量モデリングデータをリアルタイムで
対策本部等に伝送する手法の検討
→管理用光ファイバネットワークを利用した映像用電波中継設備の設置、確認

※ 上記１及び２について、今年度、試験フィールドにおいて実験を実施し、仕様（案）の策定を目標とする。

日常管理・災害時の状況把握に必要な
「自動航行・リアルタイム映像伝送のための仕様(案)策定」
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河川空間におけるUAV航行支援施設（案）の概要

河川事務所等

CCTVカメラ

観測所

CCTVカメラ

CCTVカメラ

観測所

観測所

管理用光ファイバ

樋門・樋管
樋門・樋管

測位支援設備を道標に自動航行で巡視

測位支援設備

管制、映像用電波中継設備

１．管制、映像用電波中継設備
直接目視出来ないUAVの航行の状況を事務所等の遠隔で把握するため、飛行位置、高度、速度等

の測位データと共に映像情報をUAVと送受信し、中央へ中継するための中継設備の詳細仕様につい
て今年度検討。

２．測位支援設備
河川空間でフライトするUAVが、GNSS障害時においても、河川空間外へ逸脱することのないよ

うに測位支援設備の詳細仕様について今年度検討。
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気象情報等の提供

河川管理者のドローン活用



水文水質データベース
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水位・水質・雨量などの観測データが公開されています。



川の防災情報

水位・水質・雨量に加え、カメラの画像をリアルタイムで公開しています。
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